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［要旨］ 

プロジェクトの目標達成を支援する「ウェブ・ベース協調基盤」構築に関する平成１６年度業

務の継続として、平成１７年度は、内外の研究者により構築されている数値モデルをウェブ・ベ

ース基盤において外部から操作できるインターフェース作成を中心に実施した。具体的にはDOME

（distributed object-based modeling environment)のモデル統合基盤を用いて、MS Excelや

Mathworks Matlabなどのソフトウェアを用いて構築されたモデルを、ウェブ・ベース基盤を通じ

てアクセスできる環境を構築した。これに加え、DOMEのさらなる開発をマサチューセッツ工科大

学のCAD研究室と継続した。本年度は、当該プロジェクト内において開発された複数のモデルを連

動させるための統合モデルを中心に、特に前年度までに構築した電源構成モデルと、電力需要を

削減するための建物省エネルギー対策モデルの統合を行った。 

平成１７年度において、都市に対する中長期的な二酸化炭素排出削減技術や政策の評価のため

のウェブ・ベース協調基盤についての主な成果は： 

1．モデル操作を支援するウェブ・ベース基盤の構築 

2．時系列シナリオ評価を含めた統合モデルを実現するためのDOMEツールの構築 

3．東京都の電源計画・供給モデルの適用によるＤＯＭＥ統合機能の評価 

4．ＤＯＭＥ統合機能を用いた電源計画・供給モデルと民生部門モデルとの統合 

 

［キーワード］二酸化炭素、技術評価、モデル統合化、電源計画モデル、ウェブ技術 

 

１．はじめに 

近年、CO2排出の増加に伴う地球温暖化が顕著になり、CO2排出の効果的な制御方法が広く研究さ

れてきている。この世界的な動きの中で、CO2排出と大きな関係がある都市の電源計画・供給を

はじめに、様々な都市生活に必要不可欠となっている消費活動を最適化することができれば、都

市におけるCO2排出抑制の一手段となりうる。そこで、本プロジェクトに参加する広い分野の専

門家の計算モデルやデータベースなどの知識リソースの共有を支援する「ウェブ・ベース協調基

盤」を実現することにより、本プロジェクトの主な目標に大きく貢献できると考える。例えば、

内外の研究者により構築されている数値計算モデルをこのウェブ・ベース基盤において外部から

操作できるようにすれば、都市をはじめに、日本国内の活動に伴うCO2排出の削減対策の総合的

な効果を素早く評価したり、最適の解を検討したりするための有効な手段になると考える。 
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２．研究目的 

都市対策グループのモデル・データベース統合基盤構築のためのサブグループにおいて、プロジ

ェクト内での複数の専門家間の知識移転を補佐するためのウェブ・ベース協調基盤の構築を継続

し、DOME（distributed object-based modeling environment)のモデル統合基盤を用いて、MS Excel

やMathworks Matlabなどのソフトウェアを用いて構築されたモデルを、ウェブ・ベース基盤を通

じてアクセスできる環境を構築することを研究目的とする。 

 

３．研究方法 

本年度の研究目的を達成するための研究方法は、１）前年度までに構築した動的モデルや他のメ

ンバーによるモデルに対して、ＤＯＭＥ(distributed object-based modeling environment)ソフ

トウェアを用いたウェブ・ベース協調基盤のインターフェースを構築する、２）ＤＯＭＥソフト

ウェアの統合機能と新機能を適用して構築する電源計画・供給モデルと民生部門モデルとの統合

モデルの時系列シナリオを評価する、の２点である。 

 

４．結果・考察 

（１）モデル操作を支援するウェブ・ベース基盤の構築 

 

図1： ウェブ・ベース基盤に登録された 

モデルのリストを提示するウェブ 

ページ                            図2： ウェブ・ベース基盤上に構築された 

                                         ＤＯＭＥモデルの基本画面 

 

平成１７年度は、都市対策グループのモデル・データベース統合基盤構築のためのサブグルー

プにおいて、プロジェクト内での複数の専門家間の知識移転を補佐するためのウェブ・ベース協

調基盤の構築を継続した。特に本年度は、前年度までに構築した動的モデルや他のメンバーによ
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るモデルに対して、ＤＯＭＥ(distributed object-based modeling environment)ソフトウェアを

用いたインターフェースの構築を行った。例えば、ウェブ・ベース基盤のモデル・データベース

において、図２に示すように、モデルのパラメータを表示し、ユーザーが操作できる入力フィー

ルドを追加した。（ただし、図１にウェブ・ベース基盤に登録されたモデルリストの提示例を示

すが、現段階では全てのモデルがＤＯＭＥを通じて直接操作できるようにはなっていない。） 

このような入力インターフェースを用いることにより、各ユーザーは各自の特定のシナリオを

反映したモデル計算条件を入力することが可能となる。具体的にはウェブを通してモデルパラメ

ータの変更を受け付け、ＤＯＭＥソフトウェア基盤を通じて実計算を要求するためのＪａｖａサ

ーバを構築した。これにより、計算結果がＤＯＭＥからＪａｖａサーバに戻され、さらにユーザ

ーインターフェースに結果が渡される。図３にソフトウェアのスキーム図を示す。 

ウェブ・ベース基盤の支援システムにより登録モデルに提供される標準的なページに加え、特

定のモデルに対してはカスタマイズされた画面を構築し、DOMEサーバから返されたデータを様々

な形で図示するための、進行中にデータを動的に表示する機能を加えた。 

カスタマイズされたウェブページは、図４に示すように住宅における省エネルギー対策の相違

による省エネルギー可能性を評価するモデルにおいて、その計算結果をサンプル結果として保持

している。このモデルは、伊香賀によりMS Excelで構築されたもので、本報告の別節で詳述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3： DOME統合基盤とウェブ・ベース基盤を 

接続するためのソフトウェアのスキーム図 
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図4： 伊香賀モデルによる住宅建物エネルギー消費モデルのウェブ表示画面の例 

 

（２）時系列シナリオ評価を含めた統合モデルを実現するためのDOMEツールの構築 

 

DOME (distributed object-based modeling environment) モデルによるソフトウェア統合環

境の開発を、マサチューセッツ工科大学のCAD研究室と共同研究を継続し、「モデル統合プロジェ

クト」と呼ばれるDOME内でおいて複数モデルを時系列に繰り返し計算を可能とする一連のツール

が利用可能となった。この繰り返し計算機能には、ユーザーが定義した任意の単位と開始時間、

終了時間の定義に基づいたタイムカウンター機能が提供されている。各タイムステップの入力は、

DOMEベクトルオブジェクト機能を用いて実行可能となり、タイムカウンターパラメータにより、

各タイムステップにおいて正しい入力データが利用されることが担保されている。さらに、DOME

の繰り返し演算機能は、モデル統合プロジェクトからの出力を、タイムステップ「ｔ」における

結果をタイムステップ「ｔ+1」にフィードバックさせるようなモデルのインプットデータとして

与えることも可能となっている。 
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（３）DOMEの統合機能を用いた東京における電源計画・供給モデルの評価 

 

２節で述べたDOME統合機能により、Mathworks Matlab上の電源計画・供給モデルを統合したDOME

統合モデルを構築した。従来の研究により構築された電源計画と供給モデルは、特定の地域の需

要曲線として、７季節（夏季平日、夏季休日、冬季平日、冬季休日、中間期平日、中間期休日、

ピーク需要）のデータと、その地域で利用可能な電源種別を与えることにより、年間の代表７季

節日別の時間別供給量と電源種別の最適な発電容量を計算することができる。このモデルで扱う

ことができる電源種別は、水力、原子力、LNG火力、石炭火力、石油火力、ガスコンバインドサイ

クル、SOFC－ガスタービンコンバインドサイクル、揚水発電である。図５に電源計画・供給モデ

ルのDOMEによる基本インターフェース画面を示す。図６は、グラフィックユーザーインターフェ

ースをカスタマイズして作成した画面を示す。ウェブ・ベース基盤における電源計画モデルの画

面を図７に示す。 

図８に示すようなフィードバックループをDOMEモデル統合プロジェクトにより構築した。図に

示すように、電源計画・供給モデルは、それぞれの電源種別において最小の発電容量と設備コス

トを考慮して最適な計算を行うとともに、さらに系統の年間コストと年間ＣＯ２排出量に基づい

たＣＯ２税を外生的に与えて計算を行い、最適化された電源種類ごとの発電容量のコストと発電

総量もあわせて出力として計算される。最小の容量は、各電源種の現状の容量をあらわしており、

この容量は実際上には停止することができず、次のタイムステップ（年）にこの容量を使用し、

その分の設備費を支払う必要がある。 

 

 

 

 

図5: 電源計画・供給モデルのDOME  図6: カスタマイズされた電源計画・供給モデルの 

による標準インターフェース        グラフィックインターフェース画面 
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計算においてSOFC／GTシステムの設備コストは、基準コストである37,7000円／ｋWから、SOFC

の導入補助により削減されるような修正を外生的に与えるようにした。発電種類別のＣＯ２排出

係数に基づいたＣＯ２税を用いて、電源種別の運転コストが変化するように設定した。これらの

修正された容量コストと運転コストは、電源計画・供給モデルの最適化の過程で用いられている。 

電源計画・供給モデルによる計算の後、その年のＣＯ２排出量と年間総コストの計算結果がDOME

ベクトルオブジェクトとして記録され、さらに発電所の廃止率を提供する簡単なモデルにより、

発電容量が修正される。計算で用いるこのモデルは、それぞれの電源種別の最小容量を更新する

図7: ウェブ・ベース基盤で利用可能な電源計画・供
給モデルのインターフェース 
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ために、毎年10％の容量が廃止されると簡単に設定をしている。これは、電源種類別に停止率に

差をつけるなど、さらに詳細な電源廃止モデルにも簡単に代替することが可能である。このよう

に修正された各電源の容量や、SOFC／GT補助金、ＣＯ２税率などの値が、電源計画・供給モデル

の入力データとして与えられ、繰り返しループ計算がなされる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9: 図8で示したDOMEによるモデル統合プロジェクトの画面の様子 

 

図９に図８で示したDOMEによるモデル統合プロジェクトの画面の様子を示す。モデルの初期条

件として与えられている1995年から、2045年まで、49回の繰り返しタイムステップを実行してい

る。 

 最初の実行ケースとしては、最初の10年間のSOFC補助率が0円／ｋWと設定し、次の10年間では

100,000円／ｋW、その後10年で120,000円／ｋW、さらにその後10年間で90,000円／ｋW、最後の10

年間で0円／ｋWに戻るという設定を行った。この条件は、SOFC／GTシステムの導入補助が段階的

に行われていき（設備生産のスケールメリットにより設備単価が減少し）、数十年後に補助を０

にすることができるという設定である。 

図8: DOMEによる電源計画・供給
モデルもフィードバック・

ループ 
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この計算ケースによる年間総コストとＣＯ２排出量の結果を図１０に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10: SOFC／GTシステムへの補助金のみを考慮したシナリオにおける 

年間総コストとＣＯ２排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11: SOFC／GTシステムへの補助金のみを考慮したシナリオにおける 

シミュレーション期間の各電源種別の最適化容量 

 

興味深いことに、SOFC／GTシステムへの補助金が導入された当初は、コスト及びＣＯ２排出量

も共に減少し、その傾向は2005年頃まで継続するものの、ＣＯ２排出量はその後2035年にSOFC／

GT補助金が完全になくなるまで増加していることがわかる。2035年に補助金を廃止した後、ＣＯ

２排出量は減少しており、計算の最終年において最小の値に達している。この直感に反した結果

の理由は、図１１に示すように計算の各時間ステップにおいて電源種別ごとの容量の変化を考慮

することより説明することができる。 

図１１より、SOFC／GTシステムの初期の導入は、ＣＯ２排出強度が高い電源であるGCCやLNGの

容量を削減させており、さらには、ＣＯ２排出量がほとんどゼロである原子力発電も代替してい

ることがわかる。2025年にSOFC／GT補助金が削減されると、SOFC／GTの容量は急速に減少し、各
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電源の構成は最初の状態に戻っていくことがわかるが、一方で石炭火力発電の容量はなくなり、

GCC容量もわずかに減少していることがわかる（石炭火力発電はコスト効果がなく、一つ前のタイ

ムステップから存続されるものだけが残っていく）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12: SOFC／GTシステムへの補助金及びＣＯ２税を考慮したシナリオ 

における年間総コストとＣＯ２排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図13: SOFC／GTシステムへの補助金及びＣＯ２税を考慮したシナリオにおける 

シミュレーション期間の各電源種別の最適化容量 

 

さらに、最初のSOFC／GTに補助金を導入するシナリオに加えて、1トン当たり10,000円のＣＯ２

税を2005年から導入された場合の統合モデルの計算を実施した。図１２に年間総コストとＣＯ２

排出量の計算結果を示す。図１３に各時間ステップの電源種別の容量構成の推移を示す。このシ

ナリオにおいては、ＣＯ２税により原子力発電容量が計算期間全体にわたって最大の1995年レベ

ルで推移していることがわかる。SOFC／GTシステムは最初のシナリオよりも導入量の増加が緩や

かである一方で、SOFC／GTシステムは、GCCやLNG火力などの炭素強度のより高い電源のみを代替

していることがわかる。 
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（４）ＤＯＭＥ統合機能を用いた電源計画・供給モデルと民生部門モデルとの統合 

 

① 統合モデルの概要 

 

地球温暖化対策には需要対策と供給面の対策があり、とりわけ電力の場合には需要側対策と供

給側の対策が相互に関連を持つため、その両面を同時に検討していかなければ真に対策の有効性

を評価することができない。実際の都市に複数の対策が導入されたときの効果を評価するために

は、それらの対策の効果を個別に推定して加算するだけではなく、これらの対策効果を同時に評

価できるような解析方法の確立が必要になる。本研究では、関連する複数の対策の相互関係を評

価する方法を構築するために、前節３．において構築された電源計画モデルに、民生部門のモデ

ルを統合し、対策導入効果を様々な条件で評価するための解析ツールの構築を行った。 

構築したシステムは、図１４に示すように電源計画モデルと、家庭部門のエネルギーモデル、

業務建物部門のモデルをＤＯＭＥにより結合した。 

図14: 電源計画モデルと需要部門（民生部門）の統合の概要 

 

② 住宅エネルギー・ＣＯ２のマクロ評価モデル 

 

伊香賀による住宅エネルギー・ＣＯ２のマクロ評価モデルは、図１５に示すように都道府県、

対策の種類等を入力データとして与えると、2050年までの家庭部門のエネルギー消費構成が出力

されるモデルである。このモデルはＥｘｃｅｌ ＶＢＡにより構築されており、内部の計算値は、

年間値のみで、時刻別データは扱っていない。また5年ステップでの計算である。住宅エネルギー

原単位データベースの構築には、ＳＭＡＳＨを用いて、エネルギー需要を求めている。対策コス

トに関してはモデル内では考慮していない。 

 

          図15: 住宅エネルギー・ＣＯ２のマクロ評価モデル 

 

（入力） 

・都道府県 
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伊香賀（家庭部門）モデル 
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Ｄ

Ｏ

Ｍ
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CO２排出推計（～2050年） 
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（クレイネス・ 

モデル） 

Matlab モデル 

石田（業務部門）基礎モデル 
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③ 業務エネルギー・ＣＯ２のマクロ評価モデル 

 

従来、業務用建物における空調熱源システムを検討する場合、建物設計時におけるエネルギー

負荷予測や、エネルギー負荷計測事例から作成した用途別エネルギー負荷原単位により推計する

ことが一般的である。しかし、実際の建物におけるエネルギー消費は、建物内の用途構成比やそ

れぞれのテナントにおける稼働形態、稼働時間などで様々に変動する。従来の方法ではこのよう

な外部条件による負荷変動を詳細に考慮することが困難であった。また空調負荷を推計する既存

システム（例えばMICRO-PEAKなど）を負荷推計システムとして最適化モデルに含めることは困難

であった。 

今後、ＣＧＳやＨＰなどの空調システムの導入可能性を、精度良く検討するためには、建物の

エネルギー負荷を各種省エネルギー対策も含めて、エネルギーシステムの評価と一体化して推計

することが必要である。本研究では、建物の電力・エネルギー負荷を細分化して定式化し、建物

概要、建物用途、気象データに基づく建物内部からの発熱、壁面での熱貫流や外気交換による熱

損失などの算出方法を明確にし、様々な条件下でのエネルギー負荷を簡易推計する計算ブロック

をモデル内に明示的に導入することを可能とした。このモデルを地球温暖化対策等の施策評価の

おいても、従来は原単位などを用いたマクロ的な評価が中心であったが、各種条件が詳細に設定

できることから、各対策間の効果を相対的に評価するなど、施策決定支援の側面でも利用できる

モデルである。モデルは、Ｅｘｃｅｌ ＶＢＡにより構築されており、内部の計算値は、年間12

ヶ月の代表日の時刻別データを推計している。 

     

④ 電源計画－需要部門の統合モデルの計算事例 

 

住宅及び業務エネルギー・Ｃ

Ｏ２のマクロ評価モデルを、Ｄ

ＯＭＥに接続し、電源計画・供

給モデルと統合し、時間ステッ

プごとの計算を行うことがで

きる統合モデルを構築した。家

庭部門では、太陽光発電の導入

量が年々増加するような設定

とし、さらに電力会社の電力単

価に導入量が左右されるよう

にした。需要部門での分散電源

導入により、需要サイドの電力

デマンドは減少し、電力会社側

の発電構成に影響を与え、発電単価が増減し、それが需要部門の太陽光発電やＣＧＳの導入判断

に影響を与えるようなフィードバックループが構成される（図１６）。 

 

 

家庭部門 業務建物部門 

電力需要
カーブ 

電力需要 
カーブ 

電源部門 

電力単価

太陽光発電
導入量 

ＣＧＳ 
導入量 

図16: 需要部門モデルと電源計画モデルのフィードバ

クル プ
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図17: ＤＯＭＥ統合機能を用いた電源計画・供給モデルと民生部門モデルとの統合の様子 

 

図１７に、計算を実施している画面の様子を示す。需要部門における太陽光発電の導入量が大

規模になってくると、電源構成に影響を与え、特に火力発電等の稼働率の低下等により電力単価

が変動し、それにより需要側の分散電源の導入量が左右されるというフィードバックループが働

いている状況を示すことができた。このように、電源計画と需要モデルとの統合により、様々な

温暖化対策を部門間のインタラクションを考慮した中で、評価することができる可能性を示すこ

とができた。今後は、具体的な都市や地域において、様々なパラメータの元での対策相互の効果

を評価していく必要があると考えられる。 

 

５．本研究により得られた成果 

結果・考察を参照。 
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フトウェア開発を行った。 

ＣＯ２排出量の推移 
業務建物モデル

ＤＯＭＥパラメータモニタ画面 住宅モデル
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